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 県内の障害者スポーツの裾野を広げるために行う次の事業を募集します。 

 

  ⑴ 障害者のスポーツ活動の機運醸成、理解促進事業 

    障害者スポーツの体験の場やトップアスリートとの交流など、障害者が地域で活動を

始めるきっかけ作り、又は健常者に理解を深めてもらう機会の提供等により、地域の障

害者スポーツの振興を図るための事業。 

 

 

 

 

 

 

  ⑵ 障害者スポーツの環境整備事業 

    身近な地域においてスポーツ活動の拠点を増やすことにより障害者がスポーツに参

加しやすい環境を作るための事業、又は人材の育成や新たなプログラムの導入等により

障害者スポーツ団体が競技力の向上や活動内容の充実を図るための事業。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定非営利活動法人、公益社団法人、一般社団法人又は任意団体とし、以下

の（１）から（４）の全ての条件を満たす団体とします。 

（１） 埼玉県内に活動拠点を有する（予定を含む）団体であり、不特定多数の利益の

増進を目的とする団体であること。 

（２） 補助金を交付する年度の前年度までに活動の実態があること。 

（３） 宗教活動や政治活動を主たる目的とした団体でないこと。 

（４） 暴力団でないこと、又は暴力団若しくは暴力団員の統制下にある団体でないこと。  

 

 

 

【事業内容例】 
・ パラリンピック選手を講師とした講演会の開催  

・ 障害者スポーツ体験イベントの開催 
・ 障害者スポーツと各種イベントとの一体的開催 

１ 補助対象事業 
 

【事業内容例】 
・ 障害者スポーツ団体の立ち上げ 

（障害者のスポーツクラブ・チームなど）  

・ 総合型地域スポーツクラブ等での障害者向けプログラムの導入  
・ 障害者スポーツの裾野拡大のための情報発信  
・ 既存の障害者スポーツ団体のステップアップ 

（競技力の向上、活動地域や種目の拡大など）  
・ 指導者・支援者の育成 

２ 応募資格 
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（１） 補助対象経費  

 事業を開始する会計年度に支出した当該事業に必要な別表に該当する経費と

します（補助対象経費の基準に基づく経費の合計）。ただし、補助事業の実施に

より収入を得る場合は、その収入額を控除し、これを補助対象経費とします。  

（２） 補助率   10／10 

    補助対象経費に補助率を乗じて求めた額を補助基本額とします。 

    （千円未満切り捨て） 

（３） 補助限度額  １団体当たり１０万円  

     補助基本額と補助限度額を比較して、低い方の額が補助金の額となります。  

 

【別表】 

補

助

対

象

経

費 

 補助事業者が、補助事業を開始する会計年度に支出した当該事業に必要な次の

経費。ただし、補助事業の実施により収入を得る場合は、その収入額を控除し、

これを補助対象経費とする。  

経費の種類 詳細及び説明  

謝金  講師謝金、外部協力者に対する謝金（講師の旅費交通費を含む。）  

人件費・  

旅費  

アルバイト等に支払う人件費、団体スタッフの旅費  

・報酬を受けている役員、有給の会員・スタッフにかかる人件費は

対象外とする。  

・県外出張・宿泊は必要最小限とし、団体の遠征費等にかかる費用

は対象外とする。また、旅費・交通費に、日当及び雑費は含めない。 

需用費  印刷製本費、消耗品費  

役務費  
通信運搬費（郵送料、電話・インターネット使用料、運搬料など）、

広告料、手数料、保険料  

使用料・  

賃借料  
会場借上料（付属設備使用料を含む。）、機材等の借上料  

そ の 他 の

経費  

上記費目以外で事業実施に関して必要な経費  

・その他の経費については、交付申請の前に埼玉県障害者スポー

ツ協会に協議し、認められた経費を補助対象経費とし、計画書に

おいて、その支出を明らかにすること。  
 

 

 

 

３ 補助対象経費・補助率・補助限度額 
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［留意事項］ 

 ① 本事業の全てを別の団体に委託することはできません。  

 

 ② 補助対象経費として認められない経費は、団体の自己負担となります。  

 

 ③ 本事業計画に計上した経費項目は、事業採択後、補助金交付申請の経費項目とし、計

上しなかった項目は事業実施時に支出が生じたとしても、補助の対象とはなりません。  

 

 ④ 次の経費については、補助対象経費から除外します。  

   ア 食糧費（講師等への弁当代など）、懇親会等の費用  

     ※ ただし、イベント等におけるボランティアの昼食代を除く。  

   イ 備品購入費（一品の取得価格が５万円以上で長期使用に耐え得る物品）  

   ウ 施設改修等のハード整備に係る費用  

   エ 土地の購入又は賃借に要する経費  

   オ 補助対象事業以外の経費  

   カ 団体事務所の家賃、光熱水費、電話料金、有給職員への人件費等、団体運営上恒

常的に発生している経費  

   キ その他、事業実施に必要と認めがたい経費  

 

 ⑤ 事業終了時の実績報告で確定した補助額が交付決定額を下回った場合、差額を返納し

ていただきます。 

   なお、補助事業を実施するに当たり、補助対象経費が交付決定額を上回っても、補助金

の追加交付は行いません。 

 

 ⑥ 障害者スポーツ団体の立ち上げについては、原則として、以下の条件を満たす団体を対

象とします。 

  ・ 前年度までに立ち上げに向けた活動の実態があり、令和元年度中に選手の募集、団体

の広報、機材の購入などの活動を行う予定があること。  

  ・ 団体構成員の中に選手や指導者としての活動などの実績を持ち、団体運営の中心とな

り得る人がいること。 

  ・  規約またはこれに準ずるものを整備し、活動の目的や活動計画が明らかであり、今後、

継続的な活動が見込まれること。  
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４ 補助の流れ 

 

 
 
 
 

募集期間  令和元年５月８日（水）～令和元年６月７日（金） 

選  考  

令和元年６月中旬（予定） 

選考委員会による書類審査を経て採択します（１０団体程度の採択を予定

していますが、審査の結果、これを下回る団体数となることがあります）。結

果は郵送でお知らせします。 

交付決定  

令和元年６月下旬（予定） 

採択団体に対して、「公募型障害者スポーツ活動支援事業補助金交付要

綱」に基づき補助金の交付手続を行います。  

事業の実施  
交付決定日から令和２年２月２９日（土）まで 

事業計画書に沿って事業を行っていただきます。  

現地確認  

中間確認  

現地確認：イベント等の開催時に現地確認をさせていただくことがあります。  

中間確認：事業の進捗状況及び経費執行状況について、必要に応じ状況

聴取または書類の提出をお願いすることがあります。 

事業の完了  
事業は令和２年２月２９日（土）までに完了してください。 

事業完了後は、速やかに補助金の実績報告書を提出していただきます。  

問い合せ先  

  一般社団法人埼玉県障害者スポーツ協会  青葉・山本  

   〒330-8522 埼玉県さいたま市浦和区大原3-10-1 

            埼玉県障害者交流センター内  

   Tel：048-822-1120 Fax：048-822-1121 

   Mail：2004@sainokuni-sasa.or.jp 
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   応募のあった事業については、選考委員会による書類審査を経て採択します。 

   選考委員会では次の視点から事業計画内容等を審査します。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 

  

５ 選 考 
 

【審査基準】 

（１）モデル性 

  ・ 事業の手法等において、他団体の取組のモデルとなり得る点がある。 

 

（２）計画の実現性 

  ・ 十分な実施体制があり、計画を実現することができる。 

  ・ 一定の活動実績があり、関係者からの協力が得られる。 

 

（３）有効性 

  ・ 補助金が有効に活用される事業内容である。 

  ・ 地域特性を踏まえた内容であり、一定の波及効果が認められる。 

  ・ 障害者スポーツの裾野拡大や定着につながる。 

 

（４）事業の継続性及び発展性 

  ・ 今後も活動が継続して行われていく見込みがある。 

  ・ 補助事業終了後の展望や計画があり、活動を発展させていくことができる。 
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（１）提出書類 
 

 各１部提出してください。書類は以下の順番に並べてください。  

 

 

 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※収支予算書及び収支決算書について、総会等の承認前で確定していない場 

 合は、案を添付し、成立後に確定したものを提出してください。  

※写しを添付する場合は、できるだけＡ４版に揃えてください。また、冊子  

 などを提出する場合は、該当ページに「付箋」を貼ってください。  

 

（２）提出期間  令和元年５月８日（水）～６月７日（金） 

 

 （３）提出方法 
 

    以下の宛先に郵送で提出（期間内必着） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類  チェック欄  

① 令和元年度公募型障害者スポーツ活動支援事業申込書   

② 事業計画書（別紙１）  

③ 団体概要（別紙２）  

④ 添付書類  

 

ア 定款又は規約若しくはそれに準ずるもの  

イ 役員（会員）名簿  （※給与・報酬支払の有無を明記）  

ウ 当該年度の収支予算書   

エ 前年度の収支決算書   

オ 団体の広報紙、会報、その他活動内容が分かるもの  

一般社団法人埼玉県障害者スポーツ協会  

  〒330-8522 埼玉県さいたま市浦和区大原3-10-1 

        埼玉県障害者交流センター内 

   Tel：048-822-1120 Fax：048-822-1121 

  Mail：2004@sainokuni-sasa.or.jp 

６ 応募方法 
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令和元年度公募型障害者スポーツ活動支援事業申込書  

 

令和   年   月   日  

 一般社団法人埼玉県障害者スポーツ協会 会長 

 

所 在 地 

団 体 名 

代表者職氏名             ○印 

電 話 

（担当者氏名        ） 

 

 下記により、公募型障害者スポーツ活動支援事業を実施したいので、関係書類を添えて提

出します。 

 

記 

 

１ 補助希望額  金             円（下記④の額） 

 

２ 補助希望額の算出基礎 

  ①補助対象経費           円 

  ②補助基本額              円①×10/10（1,000円未満切り捨て） 

  ③補助限度額           100,000 円 

  ④補助希望額            円②と③を比較して少ない方の額 

 

３ 事業の目的、内容、実施計画、補助事業対象経費の配分及び使用方法 

 「事業計画書」（別紙１）のとおり 

 

４ 事業実施により予定している収入の有無及びその内容 

（1） 予定している収入の有無    有 ・ 無 

（2） 収入の内容  「事業計画書」（別紙１）のとおり 

 

５ 事業の実施予定期間  令和  年 月 日から令和  年 月 日まで 

 

６ 添付書類 

 ア 定款又は規約若しくはそれに準ずるもの 

 イ 役員（会員）名簿 

 ウ 当該年度の収支予算書 （  年 月 日～  年 月 日） 

 エ 前年度の収支決算書  （  年 月 日～  年 月 日） 

 オ 団体概要（別紙２） 

 カ 団体の広報紙、会報、その他団体の活動内容が分かるもの
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別紙１ 

団体名            

事 業 計 画 書 

事業名  

１ 事業の目的及び効果 

 ①現状、問題点など事業を実施する背景 

  ②事業の目指すところ、事業実施により期待される具体的効果 

２ 事業の内容 

（時期・場所・対象なども盛り込み、事業の具体的内容を記入すること。いくつかの項目に分かれる場合

は「（１）…、（２）…」と記入する。このほか、事業を説明する資料があれば添付すること。） 

３ 事業実施のスケジュール 

時 期 活 動 事 項 

年 月 日 事業開始（予定）日 

  

  

  

  

  

年 月 日 事業完了予定日 
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４ 補助対象事業の実施により予定している支出の内容 

 ① 補助対象事業に係る経費の合計（４②と４③の合計） 円 

 ② 補助対象経費の基準に基づく経費の合計 

経費の種類 支 出 の 内 容 単 価 数量 金 額 

  円  円 

  円  円 

  円  円 

  円  円 

  円  円 

  円  円 

  円  円 

  円  円 

  円  円 

  円  円 

②の合計 円 

 ③ 補助対象外経費（４②に計上しない経費）の合計 

主 な 使 用 用 途  金 額 

 円 

５ 補助対象事業の実施により予定している収入の内容 

収 入 の 内 容 単 価 数量 金 額 

 円  円 

 円  円 

 円  円 

５の合計 円 

６ 補助対象経費（４②の合計－５の合計）      申込書２①に記入 → 円 

７ 補助対象事業の経費の負担内訳（上記経費の負担者、負担方法及び負担額） 

負担者 負担方法 負担額 

埼玉県障害者スポーツ協会 補助金（公募型障害者スポーツ活動支援事業補助金） 円 

  円 

  円 

  円 

７の合計（４①と同額） 円 

 

 

 

 

  

【留意事項】 

※ 「４②補助対象経費の基準に基づく経費の合計」欄について、事業内容が複数の項目に分

かれる場合は、項目ごとの内訳を添付すること。 

※ 「５事業実施により予定している収入」には、事業実施の際に徴収した参加費や補助対象

経費で作成した物の販売収入予定額を記入すること。団体に対する一般的な寄附金収入等

は５の収入対象とならないので注意すること。 

※ 寄附金や補助を受ける団体の構成員の会費などで補助事業に充当するものは７に計上する

こと。 

※  
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別紙２ 

団 体 概 要 

フ リ ガ ナ 

団 体 名 

 

 

     （法人格  有 ・ 無 ） 

連絡先 
電話             ＦＡＸ 

電子メール 

設立年月日 

（NPO法人は登記年月日） 
昭和・平成・令和     年  月  日 

主な活動内容・ 

活動実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な活動地域 
 

 

【当該事業に対する他の助成金等について】 

①公募型障害者スポーツ活動支援事業補助金以外で、現在申請している（予定含む）又

は決定している他の助成金等について記入 

申請の状況 （いずれかに○） 助成機関等の名称 申請額 

決 定 ・ 申 請 中 ・ 申 請 予 定   

決 定 ・ 申 請 中 ・ 申 請 予 定   
 
②他の助成金等と公募型障害者スポーツ活動支援事業の優先順位（いずれかに○） 

（  ）公募型障害者スポーツ活動支援事業補助金を優先   

（公募型障害者スポーツ活動支援事業補助金の決定後、他の助成金を辞退する。） 

（  ）他の助成金等を優先（公募型障害者スポーツ活動支援事業補助金の応募は取り下げる。） 

（  ）その他（                                  ） 

前年度決算額 
（平成  年  月  日～平成  年  月  日） 

収入：        円  支出：        円 

今年度予算額 
（平成  年  月  日～令和  年  月  日） 

収入：        円  支出：        円 
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令和元年度公募型障害者スポーツ活動支援事業申込書  

 

令和   年   月   日  

 一般社団法人埼玉県障害者スポーツ協会 会長 

 

 

所 在 地 ○○○○○○○○○  ↑ 

団 体 名 ○○○○○○○ 

代表者職氏名 代表  ○○○○○    ○印 

電 話 ○○○-○○○-○○○○ ↑ 

（担当者氏名  ○○○○） 

 

 下記により、公募型障害者スポーツ活動支援事業を実施したいので、関係書類を添えて提

出します。 

 

記 

 

１ 補助希望額  金    １００，０００   円（下記④の額） 

 

２ 補助希望額の算出基礎 

  ①補助対象経費       130,000   円 

  ②補助基本額          130,000  円①×10/10（1,000円未満切り捨て） 

  ③補助限度額          100,000   円 

  ④補助希望額       100,000   円②と③を比較して少ない方の額 

 

３ 事業の目的、内容、実施計画、補助事業対象経費の配分及び使用方法 

 「事業計画書」（別紙１）のとおり 

 

４ 事業実施により予定している収入の有無及びその内容 

（1） 予定している収入の有無    有 ・ 無 

（2） 収入の内容  「事業計画書」（別紙１）のとおり 

 

５ 事業の実施予定期間  令和  元 年 7 月 1 日から令和 2 年 2 月 29 日まで 

 

６ 添付書類 

 ア 定款又は規約若しくはそれに準ずるもの 

 イ 役員名簿 

 ウ 当該年度の収支予算書 （ 平成 31年 4月 1日～ 令和2年3月 31日） 

 エ 前年度の収支決算書  （ 平成 30年4月 1日～ 平成31年 3月 31日） 

 オ 団体概要（別紙２） 

 カ 団体の広報紙、会報、その他団体の活動内容が分かるもの

団体名は正式名称で記入 

記入例 

事業終了は、遅くとも２月末日まで 

総会前で予算書が確定していない場

合は前年度のものを提出 

法人の場合は代表者印 

任意団体は代表者の個人印 
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別紙１ 

団体名 ○○○○○○○○  

事 業 計 画 書 

事業名  ○○○○○事業 （※ 簡潔で分かりやすい名称を付けてください。） 

１ 事業の目的及び効果 

 ①現状、問題点など事業を実施する背景 

  ②事業の目指すところ、事業実施により期待される具体的効果 

２ 事業の内容 

（時期・場所・対象なども盛り込み、事業の具体的内容を記入すること。いくつかの項目に分かれる場合

は「（１）…、（２）…」と記入する。このほか、事業を説明する資料があれば添付すること。） 

 

（１）障害者スポーツ体験イベントの開催 

 ①趣旨 ・・・・・ 

 ②時期 

 ③場所 

 ④対象者 

 ⑤参加見込人数 

 ⑥（外部）協力者・団体など 

 

（２）バスケットボールに加え新種目フライングディスクの実施 

 ①趣旨 ・・・・・ 

 ②時期 

 ③場所 

 ④対象者 

 ⑤参加見込人数 

 ⑥（外部）協力者・団体など 

 

３ 事業実施のスケジュール 

時 期 活 動 事 項 

令和元年 8月上旬 事業開始予定日 

 9月 新種目△△の実施に向けた○○準備 

10月 障害者スポーツ体験イベントの開催 

11月 新種目△△の実施 

  

  

令和 2年 2月 28日 事業完了予定日 

この事業を企画するきっかけとなった背景、問題意識を

具体的に記入してください。 

事業の狙い、効果を具体的に記入してください。 

この文面だけで事業の実施内容が分かるように

ポイントを分かりやすく記入してください。 

２「事業内容」に記載したことについて「いつ頃、何をするのか」を具体

的に記入してください。事業完了予定日は、遅くとも２月末日となります。 
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４ 補助対象事業の実施により予定している支出の内容 

 ① 補助対象事業に係る経費の合計（４②と４③の合計） 170,000 円 

 ② 補助対象経費の基準に基づく経費の合計 

経費の種類 支 出 の 内 容 単 価 数量 金 額 

謝金 ○○体験会講師謝金 円  ○○○○ 円 

 △△指導者謝金 円  ○○○○ 円 

需用費 パンフレット印刷製本費 円  ○○○○ 円 

 イベント消耗品 円  ○○○○ 円 

役務費 パンフレット郵送料 円  ○○○○ 円 

使用料・賃借料 ○○講演会会場使用料 円  ○○○○ 円 

  円   円 

  円   円 

  円  円 

②の合計 150,000円 

 ③ 補助対象外経費（４②に計上しない経費）の合計 

主 な 使 用 用 途  金 額 

スタッフ懇親会経費 20,000円 

５ 補助対象事業の実施により予定している収入の内容 

収 入 の 内 容 単 価 数量 金 額 

イベント参加費収入 円  ○○○○円 

 円  円 

 円  円 

５の合計 20,000円 

６ 補助対象経費（４②の合計－５の合計）     申込書２①に記入 → 130,000円 

７ 補助対象事業の経費の負担内訳（上記経費の負担者、負担方法及び負担額） 

負担者 負担方法 負担額 

埼玉県障害者スポーツ協会 補助金（公募型障害者スポーツ活動支援事業補助金） 100,000 円 

寄附者 団体への寄附金 20,000 円 

構成員 構成員の会費 50,000 円 

  円 

７の合計（４①と同額） 170,000 円 

 

 

 

別紙２ 

団 体 概 要 

【留意事項】 

※ 「４②補助対象経費の基準に基づく経費の合計」欄について、事業内容が複数の項目に分

かれる場合は、項目ごとの内訳を添付すること。 

※ 「５事業実施により予定している収入」には、事業実施の際に徴収した参加費や補助対象

経費で作成した物の販売収入予定額を記入すること。団体に対する一般的な寄附金収入等

は５の収入対象とならないので注意すること。 

※ 寄附金や補助を受ける団体の構成員の会費などで補助事業に充当するものは７に計上する

こと。 

※  

単価・数量を記入すること 
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フ リ ガ ナ 

団 体 名 

 

 

     （法人格  有 ・ 無 ） 

連絡先 
電話             ＦＡＸ 

電子メール 

設立年月日 

（NPO法人は登記年月日） 
昭和・平成     年  月  日 

主な活動内容・ 

活動実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な活動地域 
 

 

【当該事業に対する他の助成金等について】 

①公募型障害者スポーツ活動支援事業補助金以外で、現在申請している（予定含む）又は決

定している他の助成金等について記入 

申請の状況 （いずれかに○） 助成機関等の名称 申請額 

決 定 ・ 申 請 中 ・ 申 請 予 定 ○○ 50万円 

決 定 ・ 申 請 中 ・ 申 請 予 定   
 
②他の助成金等と公募型障害者スポーツ活動支援事業の優先順位（いずれかに○） 

（ ○ ）公募型障害者スポーツ活動支援事業補助金を優先 

（公募型障害者スポーツ活動支援事業補助金の決定後、他の助成金を辞退する。） 

（  ）他の助成金等を優先（公募型障害者スポーツ活動支援事業補助金の応募は取り下げる。） 

（  ）その他（                                  ） 

 

前年度決算額 
（平成 30年 4月  1日～平成 31年 3月 31日） 

収入：        円  支出：        円 

今年度予算額 
（平成 31年 4月 1日～令和 2年 3月 31日） 

収入：        円  支出：        円 

 

団体の設立目的・活動内容を簡潔に記入 

 

平成○年 法人設立 

平成○年 ○○サービス開始 

平成○年 ○○事業開始 

 

※ 障害者スポーツ団体の立ち上げの場合は、立ち上げに向けた準

備活動（選手募集、団体広報、機材購入など）、構成員の活動実

績（競技や指導の実績など）についても記入してください。 

○○市及び○○町 
他の補助事業の対象として事業を実

施する場合は、本事業の補助対象外と

なります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 《お問合せ先》 

一般社団法人埼玉県障害者スポーツ協会 
 
 

   〒330-8522 埼玉県さいたま市浦和区大原3-10-1 

         埼玉県障害者交流センター内 

   Tel：048-822-1120  Fax：048-822-1121 

   Mail：2004@sainokuni-sasa.or.jp 


